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資料

視覚特別支援学校における「交流及び共同学習jの成果と期待

一教員・保護者への質問紙調査を通して…

日 野 塙J里*・小林秀之ホ*

本研究は、視覚特加支援学校における「交流及び共同学習Jの成果と今後期待され

ることを明らかにすることを目的とし、教員と保護者に質問紙調査を行った。 因子分

析の結果、学校間交流の成果として「視覚韓害への理解J1"児童生徒の成長J1"地域に

おける友人・人間関係J1"児童生徒の絃!挨拡大」の 4因子、居住地校交流の成果とし

て つi己童生徒の成長J1"視覚障害への理解J1"地域における友人・人間関係」の 3因子、

地域交流の成果として「視覚障害への理解J1"児童生徒の視野の拡大J1"児童生徒の友

人関係・基礎的能力の伸長jの3因子が抽出された。課題として、児童生徒の実態に

合わせた交流内容の設定や、中学部・高等部段階での交流機会の拡大、相手校の意識・

理解が挙げられた。 以上から、今後、視覚特別支援学校には見童生徒の教育自襟によ

り学校間交流と賠住地校交流の回数を検討すること、地域交流を推進することが必要

であると考えられた。

キー・ワード:視覚特別支援学校学校間交流居住地校交流地域交流

1.罰題の所在と目的

視覚障害者である児童生徒に対する教育を行

う特加支援学校 (tj、下、視覚特別支援学校)で

は、少人数化、障害の重度・重複化傾向が進ん

でおり、教科学習を担任と一対ーで学習してい

る児童生徒がいる。脇坂 (2000) は、このよう

な教育形態は、 11lilの発達に応じた指導や、 l嘩害

を配慮した学習が効率ょくできる一方で、同級

生と共に学び、活動する楽しさを経験する機会

が少ないと述べた。

さらに、渡遺・間々回 (2000) は、視覚特別

支援学校が少人数で、あることに起因する経験領

域の狭さから、話の聴き方、自己主張などコミュ

ニケーションのはかり方、人間関係の作り方が

円滑にできないという課題を視覚障害児が抱え
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ると指摘した。また、視覚障害児童生徒のなか

には、王子 iヨは寄宿舎で、生活を送っているため、

居住地で同年代の子どもたちと交流する機会が

ごく限られている者がいる(渡遺・!?日々出，

2000)。

これらの課題を抱える視覚特別支援学校にお

いて、「交流及び共同学翠」は重要な役割を果

たしていると考えられる。これらの課題はかつ

てから指摘されており、従来視覚特別支援学

校においては、「集団生活で、社会性を培う J1"よ

り大きな集団で学習を経験し、学ぶ力を培う J
f視覚特別支援学校について理解してもらう j

f地域の一員であることを互いに意識する」等

の目的の下、交流(及び共同学習)教育の実践

が積み重ねられてきた(星JII，1962;文部省，

1989 ;中島， 1984など)。

これまで視覚特別支援学校における交流(及

び共同学習)教育の実施率は、文部省の施策の

- 93-



日野 Pdl型 ・小林秀之

影響を受けながら、上昇してきており(禍涼・

瀬尾， 1985;浮日1・横山・飯島， 1990;渡遺・間々

田， 2000 ;吉)11，2001)、学校間交流の実施率は

1976年度に小学部 (37学部)で3l.9%であっ

たが(111本， 1974)、2005年度には規党特別支

援学校だけでなく、全ての学校種の小学部・中

学部で 9割以上(久保U-I， 2006)であった。また、

視覚特別支援学校における居住地校交流の実施

率は小学部で 4割程度、中学部で 3割程度(田

中， 2006) となった。居住地校交流の実施率は

学校間交流に比べ低いものの、今日において

「交流及び共同学習jは多くの視覚特別支援学

校において行われているといえる。さらに、共

生社会の実現に向けて「交流及び共同学習」を

一層推進していくことが重要であると掲げられ

ており(文部科学省， 2012)、特別支援教育全

体で体制整備がより進むことが考えられる。

ところで、視覚特別支援学校における学校間

交流の諜題として、 f①障害の多様化、重度化

が進み内容の見藍し検討が必要JI②交流内容

のマンネリ化JI③学力差、行動力の差が大き

く教科交流が困難で、ある」ことが挙げられてい

る(浮133ら， 1990)。また、脇坂 (2000) は、行

事的な交流では、視覚特別支援学校の児童全員

がその実態に合わせて無理なく参加でき、交流

学級以外のクラスにとっては視覚特別支援学校

の児童について理解を深める大切な機会となる

一方で、表面的なものになりやすいと指摘した。

さらに、学齢期でも居住地域とのつながりの

維持・継続を図るため、居住地校交流の相手校

に副次的な籍をおく副籍制度等を導入している

自治体がある(文部科学省， 2010)。これに対し、

佐藤 (2011) は、副籍制度は保護者の付き添い

を原則としており、保護者の負担になっている

場合があることを指摘した。加えて、居・住地校

交流に関する調査(川西・金子・高橋， 2004) 

では、「あまり満足していないjと答えた保護

者が33%を占めるなど「交流及び共同学習Jに

対する保護者の満足度は必ずしも高くないこと

が明らかとなっている。このように、居住地校

交流を行っていく上では、保護者の付き添いが

必要である一方で、保護者の負担になっている

こと、保護者の満足度が高いとはいえないこと

から、今後「交流及び共同学習」を推進してい

くにあたっては、教員ならび、に保護者の意見も

反映させていく必要がある。

したがって、本研究では、児童生徒の f交流

及び共同学翠jの成果や課題と、教員及び保護

者が今後期待することを明らかにすることで、

今後の方向性を示すことを目的とする。

なお、視覚特別j支援学校における「交流及び

共同学習」を、湾藤 (2005) に基づき「①学校

間交流(視覚特別支援学校の所在地近くの学校

との交流)JI②居住地校交流(視覚障害児童・

生徒の自宅の所在地域の学校との交流) I③地

域交流(視覚特別支援学校の所在地域の団体や

住民等との交流)JI④居住地交流(視覚障害児

童・生徒の自宅の所在地域の団体や住民等との

交流)Jの4形態に分類した。

n.方法

1.調査対象

調査への協力に同意を得られた祝党特別支援

学校の教員 280名ならびに保護者 188名、計468

名

2. 誠査方法

郵送による質問紙調査を実施した。

3. 調査期間

2014年 9 月 ~11 丹

4. 調査項目

先行研究(?幸四ら， 1990 ; 1331札 2006)を参考

に、祝覚特別支援学校教員 5名の協力を得て、

誠査項目の作成を行った。

(1) 対象先輩生徒の各交流の成果:各交流の

成果について次のTable1に示す21項目につい

て、「あてはまる」から「あてはまらない」ま

での 5件法で選択回答を得た。

(2)今後の「交流及び共同学習に期待するこ

とJ:各交流の回数と交流楠手を増やすことを

期待するかについて「あてはまる」から「あて

はまらないjまでの 5件法で選択回答を得た。

この他に、 I~I 由記述で問答を求めたD
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Table 1 交流の成果に関する調査項目

(1) 児童生徒の経験を広げることができた
(2) 児童生徒の視野を広げることができた
(3) 児童生徒の友人関係を広げることができた
(4) 児童生徒の友人関係を深めることができた

(5) 是主主i理境童生生り適応態力を撃ニーと主主きた
(6) 集団のなかで児童生徒の学ぶ力を養うことができた
(7) 児童生徒の学習意欲を向上させることができた
(8) 児童生徒が自分のよさに気づくことができた
(9) 児童生徒が自分の課題に気づくことができた
(10) 児童生徒が自身の障害回二併を進めることができた
(11) 児童生徒が相手校の児童生徒(交流相手)について知ることができた
(12) 児童生徒が相手校の児童生徒(交流相手)について理解することができた
(13) 児童生徒について知ってもらうことができた
(14) 究室生徒について理解してもらうことができた
(15) 視覚障害について知ってもらうことができた
(16) 視覚障害について理解してもらうことができた
(17) 視覚特別支援学校について知ってもらうことができた
(18) 視覚特別支援学校について理解してもらうことができた
(19) 地j或での人間関係やつながりを作ることができた
(20) 地域生活の基盤を作ることができた
(21) 保護者同士のつながりを作ることができた

5.分析方法

f調査項目 (1)対象児童生徒の各交流の成果J

は、交流形態毎:にフロア効果等の問題が認めら

れなかった項目について、スクリー基準に基づ

く因子分析(主因子法・プロマックス回転)を

行ったD また、 f調査項目 (2)今後の「交流及

び共同学習」に期待すること jについては、各

群について基本統計量を算出し、その上で、教員

"保護者 (2水準)と学部 (3水準)を要因とす

る 2要国分散分析を行った。その結果、教員ー

保護者向で主効果が認められた項目について

は、 Tukey~:去による多重比較を行った。なお、

統計処理には SPSS(Version21.0) を使用した。

自由記述に関しては、視覚障害学を専門とす

る大学院生 4名、大学教員 1:7=1でカテゴリー化

を行った。

6.倫理的配慮

研究協力者には、依頼状ならびに質問紙の表

紙にて、研究について説明を行い、質問紙への

回答を持って研究への同意とみなした。また、

本研究は筑波大学人閥系研究倫理委員会の承認

を得て行った(筑26-31)。

m.結果

調査への協力に i可意を得られた468名のう

ち、教員 220名、保護者148名、計368名から

回答が得られ、回収率は78.6%であった。なお、

研究協力者からは泥童生徒が実際に取り組んで

いる交流形態について回答を得た。そのため、

調査項目によって有効回答数が異なっている。

1. r交流及び共同学習」の成果

(1)学校間交流:I学校間交流の成果」につ

いて回答が得られた269名のうち欠損値の見ら

れた49名を除いた220名(小学部教員 82名;

小学部保護者55名;中学部教員 29名;中学部

保護者14名;高等部普通科教員 26名;高等部

普通科保護者14名)を分析対象とした。

①学校間交流の成果の因子構造:学校l1o¥]交流

の成果21項目について、「あてはまる」から

「あてはまらないjまでの 5件法で選択回答を

得た。その結果、「保護者|司土のつながりを作

ることJはフロア効果が認められたが、他の20

項目から問題のある項目は認められなかった。

よって、 1項目を除外した 20項目に対して、ス

クリー基準に基づく因子分析(主因子法・プロ

マックス18]11伝)を行った (Table2)。その結果、

解釈可能性から 4因子を拙出した。 4因子の;24

F「
U

A
可
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Table 2 学校間交流の成果尺度の探索的因子分析結果(プロマックス回転)と下位尺度liJj相関

項目

第1因子(α=.92) r視覚障害への理解j

16. 視覚障害について理解してもらうことができた

15. 視覚1¥卒害について知ってもらうことができた

17. 視覚特別支援学校について知ってもらうことができた

18 視覚特別支援学校について理解してもらうことができた

13. 児童生徒について知ってもらうことができた

11. 児童生徒について埋解してもらうことができた

第2国子(α ご.89) r児童生徒の成長」

9. 児童生徒が I~I 分の課題に気づくことができた

8.児童生徒が自分のよさに気づくことができた

7. 児童生徒の学習意欲を向上させることができた

10. 児蛍生徒が自身の障害理解を進めることができた

12. 児童生徒が相手校の児童生誌について理解することができた

6. 集団のなかでJ22童生徒の学ぶ力を養うことができた

11. 9[1.童生徒が相手校の児童生徒について全11ることができた

第3因子(α二.87) r地域における友人・人間関係」

3. 児童生徒の友人関係を広げることができた

4.P242量生徒の友人関係を深めることができた

20. 地域生活の基盤を作ることができた

19. 地峡での人間関係やつながりを作るごとができた

第4因子(α=.80)r児童生徒の経験の拡大j

l 児誕生徒の経験を広け、ることができた

5. 異なる環境で、児童生徒の適応能力を養うことができた

2. 児童生徒の担当!子を広げることができた

n

m

w

 

E 11I IV 

.86 “.03 .13 -.07 

.84 -.12 -.03 17 

.81 .00 -.12 .08 

.81 ー.03 .12 伽 10

.69 ー.02 句 .13 .33 

.58 .07 .03 .25 

-.09 .94 -.03 ‘.04 

-.13 .80 16 02 

-.11 .76 -.19 .30 

01 .75 .08 時 01

16 .51 .19 ー.01

05 .45 -.04 .41 

.18 .39 .06 14 

ー.20

182E11678744 08: 1 E 

49 

-.13 ー.02 .31 

.13 19 勝.24

.20 11 ー07

27 ー.02

01E1E445790} 1 E .16 18 07 

.11 .24 18 

42.01 12.37 5.12 4.17 

.43 .35 39 

.61 .45 

34 

枠内は因子負荷量の絶対fi在が.35以上

%一
-
4
2

白
日
叶
吋

叶
『
古
川
口

一
子
一
叩

j
-

闇

J
A
S

公
川
一
間

作
幻
叫
べ

-F-

有
一
号

累
一
困

積寄与率は65.1%であった。 回転前のj司有値は、

第 l因子8.39、第 2因子2.77、第 3因子l.34、

第41君子l.17、第 5因子0.80であった。

第 11玉!子に負荷量の高い項目は、 f視覚i産害

について理解してもらうことができた」円見党

時害について知ってもらうことができたJr視
覚特別支援学校について知ってもらうことがで

きたJI視覚特別支援学校について理解しても

らうことができたJr児童生徒について知って

もらうことができたJr児童生徒について理解

してもらうことができたJであった。したがっ

て、この因子は、視覚障害ならびに視覚特別支

援学校、そこに在籍する児童生徒への理解を表

す因子と解釈された。そこで、『視覚障害への
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理解j因子と命名された。

第2因子に負荷量の高い項目は「克童生徒が

自分の課題に気づくことができたJ1児童生徒

が自分のよさに気づくことができたJ1児童生

徒の学習意欲を向上させることができたJ1児

童生徒が自身の障害理解を進めることができ

たJ1児童生徒が相手校の児童生徒について理

解することができたJ1集団のなかで児童生徒

の学ぶ力を養うことができたJ1児童生徒が相

手校の児童生徒について知ることができた」で

あった。したがって、この129子は視覚特別支援

学校に在籍する克童生徒の成長を表すと考えら

れることから f児童生徒の成長j因子と命名さ

れた。

第 31君子に負荷量の高い項目は「児童生徒の

友人関係を広げることができたJ1児童生徒の

友人関係を深めることができたJ1地域生活の

基盤を作ることができたJ1地域での人間関係

やつながりを作ることができたJであった。し

たがって、この因子は、児童生徒が友人関係を

築き、視覚特別支援学校の所在地域との人間関

係を作ることができたという成果を表すと考え

られることから、 f地域における友人・人間関係j

因子と命名された。

第4因子に負荷量の高い項目は「児童生徒の

経!放を広げることができたJ1異なる環境で児

童生徒の適応能力を養うことができたJ1児童

生徒の視野を広げることができたjであった。

したがって、この因子は、異なる環境で児童生

徒の経験や視野を広げることができたという成

果を表すと考えられることから『児童生徒の経

験拡大j因子と命名された。

また、学校間交流の成果尺度の内 I'J~整合性を

検討するため、それぞれの下位尺度について

Cronbachのα係数を求めた。その結果、「視覚

障害への理解」がα=.92、「児童生徒の成長jが

α= .89、「地域における友人・人間関係」が

α= .87、「先輩生徒の経験拡大」がα=.80であっ

た。このことから、学校間交流の成果尺度の 4

つの下位尺度には内的整合性があることが確認

された。

②学校間交流の成果の下位尺度と個別j属性と

の関連:学校間交流の成果の各下位尺度の項目

の得点を合計し、それぞれの項呂数で割ったも

のを下位尺度得点とし、各群について基本統計

量を算出した。その上で、教員同保護者 (2水準)

と学部 (3水準)を要国とする 2要因分散分析

を行った (Table3)。その結果、教員ー保護者問、

学部による主効果はいずれも認められなかっ

?こ一口

(2) 居住地校交流:1居住地校交流の成果j

について回答が得られた 184名のうち欠損値の

見られた 28名を除いた 156名(小学部教員 76

名;小学部保護者60名;中学部教員 12名;中

学部保護者8名)を分析対象とした。

①居住地校交流の成果の因子構造:居住地校

交流の成果21項目について、「あてはまるjか

ら「あてはまらないjまでの 5件法で選択回答

を得た。その結果、 f先輩生徒の経験を広げる

ことができたJは天井効果が見られたが、他の

20項目から開題のある項目は認められなかっ

た。よって、 1項目を除外した20項目に対して、

スクリー基準に基づく因子分析(主因子法・プ

ロマックス回転)を行った (Table4)。その結果、

解釈可能性から 3因子を抽出した。 31君子の累

積寄与率は61.6%であった。 I互い|伝前の閤有値は、

第 l因子9.55、第 21君子1.94、第 3因子1.75、

第41君子1.25であった。

第 l国子に負荷量の高い項iヨは「児童生徒が

自分の課題に気づくことができたJ1児童生徒

が自分のよさに気づくことができたJ1児童生

徒の学習態度を向上させることができたJ19己
童生徒が自身の障害理解を進めることができ

たJ1集団のなかで児童生徒の学ぶ力を養うこ

とができたJ1児童生徒が相手校の児童生徒に

ついて理解することができたJ1児童生徒の視

野を広げることができたJ1児童生徒が相手校

の児童生徒について知ることができたjであっ

た。したがって、この自子は、視覚特別支援学

校に在籍する児童生徒の成長を表すと考えられ

ることから『児童生徒の成長j因子と命名され

た。
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Table 3 学校間交流の成果尺度の基本統計量および属性差・学部差

小学部 中学部

教員 (込殺 15. 教員 {ぷi量一占-

M(SD) M(SD) 主i1(SD) M(SD) 

高等部普通科

教員 保護者

M(SD) M(SD) 

主XJJ来 交1工作JIl

占首位a 学:~II

F'IlI'( F'lilI F'ii'白

0.29 1.34 1.02 

0.14 0.76 1.35 

0.68 0.10 2.09 

0.06 3.16 2.83 

続:ìií:熊谷~r-....の耳目角平

Y~ f.民生徒の成長

j也岐における友人・人1m関係

兇託生徒の経験のJ臣、大

3.79(0.57) 3.92(0.87) 3.75(0.79) 3.61(0.50) 4.01(0.52) 3.85(0.72) 

3.16(0.79) 3.31(0.8()) 3.50(0.63) 3.22(0.61) 3.25(0.62) :3.'12(0.91) 

2.73(0.95) 3.21(1.08) 3.12(0.65) 2.89(1.00) 2.84(0.92) 2.98(1.09) 

:3.82(0.61) 4.01(0.78) 3.84(0β6) 3.43(0.72) :3.94(0.55) 4.07(l.01) 

'J ~ '~}!:部教員 I! =82， fJ、そ7部i思議訂 n=55 

小学部{刑務(0J] =29， '1'学部保護者1)=11

おi~f;fm線通科教員 n =26， Ì11ï~苦手書1)\\時過科{与は盤者1l =14 

Table 4 居住地校交流の成果尺度の探索的因子分析結果(プロマックス回転) と下位尺度Ij，IJi世間

H lJ1 

ー.03 ..18 

-.13 05 

ー07 .04 

17 -.19 

.11 .16 

.12 .14 

03 .10 

07 .12 

.95 司 07

.92 ー05

.89 ーφ07

.84 01 

.77 .20 

.66 .08 

ー.09 .86 

ー.11 .84 

.14 .75 

.10 .61 

.03 .56 

.10 .40 

項目

第1因子(α=.91) r児童生徒の成長」

9. 児童生徒が自分の課題に気づくことができた

8.L11挺生徒が I~I 分のよさに気づくことができた

7. 児童生徒の学習意欲を!仰とさせることができた

10. 児童生徒が自身の障害理解を進めることができた

6. 集IIIのなかで児室生徒の学ぶ力を養うことができた

12 児童生徒が相手校の児童生徒について理解することができた

2. Yi.:]i生徒の視日'fを丘:げることができた

11.児童生徒が相手校のYi.:Ii!生徒について女11ることができた

第2盟子(α=.94)J r視覚障害への理解」

15. 視覚障害について知ってもらうことができた

16 視覚障害について理)i押してもらうことができた

17 視覚特別支設学校について知ってもらうことができた

18 視党4MJI)支援学校について耳目JÏjlj~ してもらうことができた

13. 児童生徒について盟解してもらうことができた

J!I.児童生徒について知ってもらうことができた

第3因子(α=.85)r地域における友人・人間関係J

3. 児童生徒の友人関係を広げることができた

4 児童生徒の友人関係を深めることができた

19. J虫Jli.!Zで、の人間関係やつながりを作ることができた

20. J 出J)JX; ~I::?舌のj以i誌を作ることができた

21.保護者同士のつながりを作ることができた

5. ~~なる i荒境でり

Q

U

Q

U

Q

U

門

t

Q

d

Q

U

Q

d

Q

d

9

8

7

7

5

5

4

4

 

ー.02

06 

05 

.08 

ー.09

-.04 

-.02 

06 

-.06 

.11 

-.09 

.19 

%一与
一
相

込
川
一
間
川

積
一
子

累
一
悶

53.74 6l.01 

65 .55 
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第21君子に負待量の高い項目は「視覚撞害に

ついて知ってもらうことができたJr視覚障害

について理解してもらうことができたJr視覚

特別支援学校について知ってもらうことができ

たJr視覚特別支援学校について理解してもら

うことができたJr児童生徒について理解して

もらうことができたJr)'1己童生徒について知っ

てもらうことができた」であった。したがって、

この因子は学校間交流の成果と同様、 f視覚障

害への理解j因子と命名されたD

第 3因子に負荷量の高い項目は「児童生徒の

友人関係を広げることができたJr児童生徒の

友人関係を深めることができたJr地域での人

間関係やつながりを作ることができたJr地域

生活の基盤を作ることができたJr保護者向士

のつながりを作ることができたJr異なる;環境

で、児童生徒の適応能力を養うことができた」で

あった。したがって、この因子は、児童生徒の

友人関係ならびに保護者の人間関係を築き、居

住地主主とのつながりを作ることができたという

成果を表すと考えられることから、 f地域にお

ける友人・人間関係jI君子と命名された。

また、居住地校交流の成果尺度の内的整合性

を検討するため、それぞれの下位尺度について

Cronbachのα係数を求めた。その結果、円!と童

生徒の成長jがα=.91、円見覚障害への理解j

がα=.94、「地域における友人・人間関係jが

α= .85、であった。このことから、居住地校交

流の成果尺度の4つの下位尺度には内的整合性

があることが雑認された。

②居住地校交流の成果の F位尺度と個別属性

との関連:居住地校交流の成果の各下位尺度の

項目の得点を合計し、それぞれの項目数で、割っ

たものを下位尺度得点とし、各群について基本

統計量を算出した。その上で、教員 m 保護者 (2

水準)と学部 (3水準)を要因とする 2要国分

散分析を行った (Table5)。その結果、教員組

保護者間、学部による主効果はいずれも認めら

れなかった。

(3) 地域交流:r地域交流の成果」について

回答が得られた71名のうち欠損値の見られた

8名を除いた63名(小学部教員 18名;小学部

保護者20名;中学部教員 10名;1:1=1学部保護者

3名;高等部普通科教員 7名;高等部普通科保

護者5名)を分析対象とした。

①地域交流の成果のi君子構造:地域交流の成

果21項目について、「あてはまるJから「あて

はまらない」までの 5件法で選択回答を得た。

その結果、「先輩生徒の経験を広げること」は

天井効果が認められ、「保護者向土のつながり

を作ることができたjはフロア効果が認められ

た。そのため、この 2項自を除外した 19項目

について、スクリー基準に基づく i玉i子分析(主

因子法・プロマックス自転)を行った (Table6)。

その結果、解釈可能性から 3因子を抽出した。

3因子の累積寄与率は 73.8%であった。 回転前

の回有値は、第 1I玉!子9.57、第 2因子3.23、第

3 IEI子l.23、第 4因子0.99であった。

第 1因子に負荷量の高い項目は「視覚障害に

ついて知ってもらうことができたJI視覚特加

支援学校について理解してもらうことができ

たJr視覚障害について理解してもらうことが

できたJr視覚特別支援学校について知っても

らうことができたJr児童生徒について理解し

てもらうことができたJI児童生徒について知っ

てもらうこと治宝できた」であった。したカくって、

このIEI子は、他の交流と同様に、『視覚障害へ

の理解j因子と命名された。

第2因子に負荷量の高い項目は f児童生徒が

交流相手について知ることができたJr児童生

徒が交流相手について理解することができた」

「児童生徒が自分の課題に気づくことができた」

「児童生徒が自分の課題に気づくことができた」

「児童生徒が自身の障害浬解を進めることがで

きたJr地域で、の人間関係やつながりを作るこ

とができたJr地域生活の基盤を作ることがで

きたJI児童生徒の視野を広げ、ることができた」

であった。したがって、この因子は、自分自身

や地域の人々に対する視野を広げることができ

たことを表す因子と解釈された。そこで、 f児

童生徒の祝野の拡大j因子と命名された。

第 3 因子に負荷量の高い項 I~l は「児童生徒の
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Table 5 居住地校交流の成果尺度の基本統計量および属性差・学部差

小学部 中学部 主効果 交互作m
教員 保護者 教員 保護者 属性 学部

M臼Dノ MβDノ M(SD) M(SD) F{症 F1i直 F1it'!: 

児童生徒の成長 3.47(0.73) 3.57(0.72) 3.72(0.83) 3.89(0.95) 2.44 0.58 0.04 

視覚障害への理解 3.64(0.77) 3.92(0.80) 3.28(1.03) 3.77(1.37) 1.56 3.47 0.29 

地域における友人・人間関係 3.53(0.69) 3.40(0.87) 3.43(0.74) 3.67(0.98) 0.20 0.07 0.94 

小学部教員 η=76，小学部保護者 η=60
中学部iiil教員 11=12，中学者I1保護者 n=8 

Table 6 地域交流の成果尺度の探索的因子分析結果(プロマックス回転) とF位尺度!首相関

日 m 

".15 問。6

ー.12 .09 

ー.09 .12 

.01 ー.20

10 .03 

.35 ー.26

.93 ".15 

.91 ".02 

.76 .13 

.71 05 

.61 19 

.56 .21 

.43 35 

.36 10 

".06 .98 

".05 .94 

.15 .69 

.00 .58 

ー24 .55 

JllI I~I 

第1因子(α ご 96) r視覚障害への理解j

15. 視覚障害について知ってもらうことができた

18. 視覚特別支蜜学校について理解してもらうことができた

16. 視覚障害について理解してもらうことができた

17. 視覚特別支援学校について知ってもらうことができた

14. 児童生捷について理解してもらうこと

13. 児童生徒について知ってもらうことができた

第2因子(α二.91) r児童生徒の視野の拡大」

11‘児童生徒が交流相手について知ることができた

12. 児童生徒が交流相手について理解することができた

8 児童生徒が自分のよさに気づくことができた

9 児童生徒が自分の課題に気づくことができた

10. 児童生徒が自身の障害理解を進めることができた

19 地域で、の人間関係やつながりを作ることができた

20. 地域生活の基盤を作ることができた

2. 児童生徒の視野を広げることができた

第3因子(α=.90) r児童生徒の友人関係・基礎的能力の伸長J

4. 児童生徒の友人関係を深めることができた

3. 児童生徒の友人関係を広げることができた

6.集団のなかで、児童生徒の学ぶ力を養うことができた

7. 兜童生徒の学習意欲を向上させることができた

5. 異なる環境で児童生徒の適応能力を養うことができた

1.03 

.96 

.96 

.94 

.77 

.68 

".12 

".06 

.05 

06 

12 

".03 

".05 

.34 

ー.15

".18 

.09 

41 

.41 

累積苓与率(%)

因子関相関 55 

nu 
nu 

48.76 

H 

69.49 

65 

IE 

枠内は因子負荷量の絶対値が.35以上
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Table 7 地域交流の成果尺度の基本統計量および属性差・学部差

3 

児1託生徒の視野の拡大 3.14(0.88) 3.54(0.99) 3.06(0.73) 3.58(0.51) 3.66(0.35) 3.03(1.03) 0.13 1.80 

Wîi't.~1:. 1iËの友人ml係・.1~1必的能力の{H~ 2.86(0自8) 3.58(l.l4) 2.64(0.83) 3.13(0.23) 3.29(0.95) 3.04(0.91) 1.09 0.41 1.07 

小学i布教員 j)ニ18，小学部保護若干 η=20

'1'学部i布教員 n=10， '1'学部 11~泌者 n =3 
if/i宇izi百;ihilifl草'!<fl.n=7， ìp.Î 宰i;fmf!:-jili 科 I~~議す n =5 

Table 8 今後の「交流及び共同学習Jに今後期待することの基本統計量および、属性差・学部差

'j、午前l !Il'"y:m¥ 高等官f¥杵J厄手} 主効Jl~ 交在日 jij 多気比較

交 mur~f色 教('1 保f盤占一 教1'1 {単純者 教!"i (:;~ 1曲者 応f' i : 出i

N /11(.'3])) l'i J¥1(SD) N /I1(SDJ IV M(S])) N M(/，fJ) N 主11(SDJ F昔、 F思( Fill'( 

[，;[数ii'l
交lil)

101 2.50(1.09) 71 :3.28(1.11) 39 2.79(1.08) 153.00(1.31) 403.10(1.01) 22 :3.i3(1.20) 11.36< .1.95 1.16 
， ，~...， HI手!xJi'l 102 1.87(0ρ8) i2 2.61(1.19) :39 2.51(1.l2) 15 2.93(1.3:3) -1l 2.95(1.33) 22 3.77(1.55) 17.86** 2:J.30" OA7 '1'>小 l 尚>小， r[l 

J;'iiHjiJl交
!i!J数i開 101 2.79(1.15) 72 3.67(1.16) 39 2.fJ7(1.06) 13 :3.00(1.29) 37 3.08(0.92) 19 3.47(1.02) 6.54* 0.8古 2.72

11ni交i骨 100 l.i6(0.9，j) 71 2.:30(1.2'1) :39 2.3:，(0.93) 12 2.67(1.30) 37 2.89(0.81) 19 :3.05(1.08) '1.G8' Ji.03** 0.68 <1'>小 1 前i>小'1'

j世j或
i自主主i刊 % 2.<15(1.06) GI 2.89(1.27) 39 2.77(1.09) 14 3.14(1.35) 38 3.29¥0.77) 19 3.37(1.01) 3.23 7.09* 0.50 高〉小
5)'iJHli FJi'l 96 2.22(1.10) 60 2.88(U6) :39 2.72(1.05) H 3.:3G(1.3日) :38 3.08(0.67) 19 3.'12(1.02) 11.8:l< 9.61付 0.4.5 !jl，高〉小

l，i:-lU也交流
山数別 97 2.55(1.1-1) 60 3.15(1.23) 38 2.7，1(1.06) 1:3 3.08(1.26) :38 :3.00(0.99) 19 3.-12(1.02) 7.01 1.97 0.27 

交流HJT'J抑 9G 2.27(1.05) 59 2.92(1.25) 38 2.71(1.01) 1:3 3.00(U9) 1:3 2.92(0.88) 38 3.:ml.lG) 7.63 5.00 0.47 

友人関係を深めることができたJr児童生徒の

友人関係を広げることができたJr集団のなか

で児童生徒の学ぶ力を養うことができたJr jl，己

主生徒の学習意欲を向仁させることができた」

「異なる環境で児童生徒の適応能力を養うこと

ができたjであった。したがって、この因子は、

児童生徒の友人関係を築くとともに、児童が学

習に取り組む基礎的な能力の伸長を表す因子と

解釈された。そこで、 f見童生徒の友人関係・

基礎的能力の伸長j因子と命名された。

また、地域交流の成果尺度の内的整合性を検

討するため、それぞれの下位尺度について

Cronbachのα係数を求めた。その結果、「視覚

障害への理解jがα=.96、「児童生徒の視野の拡

大」がα=.91、「児童生徒の友人関係・基礎的

能力の伸長jがα二 .90であった。このことから、

地域交流の成果尺度の 4つの下位尺度には内的

整合性があることが確認された。

②地域交流の成果の下位尺度と個別属性との

関連:地域交流の成果の各下位尺度の項目の得

点を合計し、それぞれの項目数で割ったものを

下位尺度得点とし、各群について基本統計量を

算出した。その上で、教員向保護者 (2水準)

*ρく 05 を*ρく 01

と学部 (3水準)を要菌とする 2要因分散分析

を行った (Table7)。その結果、教員-保護者問、

学部による主効果はいずれも認められなかっ

た。

2.今後期待されること

(1) 回数と交流相手:各交流形態の回数と交

流相手を増やすことを期待するかについて「あ

てはまるjから「あてはまらない」までの 5件

法で選択してもらった。各群について基本統計

量を算出した。その上で、教員'保護者(2水準)

と学部 (3水準)を要因とする 2要因分散分析

を行った (Table8)。

その結果、「学校間交流の回数を増やすことJ

では、教員-保護者間で主効果が認められた

(F(l，282) =11.36， pく.05)が、学部|習では主効

果は認められなかった (F(2，282) =4.95， n.s.) 0 r学
校間交流の相手校を増やすこと jでは、教員ー

保護者間で主効果が認められ (F(1，285)=17.86，

p< .01)、学部間においても主効果が認められ

た (F(2，285)=23.36，pく.01)0 Tukeyy去による

多重比較の結果、小学部よりヰl学部が、小学部

より高等部普通科，が、中学部より高等部普通科

が有意に高い得点を示していた。
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「居住地校交流の回数を増やすこと」では、

教員同保護者間で主効果が認められ (F(l，275)

=6.54， pく.05)が、学部開では主効果は認めら

れなかった (F(2，275)=0.89， n.s.) 0 I居住地校

交流の相手校を増やすこと jでは、教員ー保護

者間で主効果が認められ (F(1，272)=4.68， p 

く.05)、学部開においても主効果が認められた

(F(2，272) = 17.03， pく.01)0 Tukey法による多重

比較の結果、小学部より中学部が、小学部より

高等部普通科が、中学部より高等部普通科が有

意に高い得点を示していた。

「地域交流を増やすことjでは、教員 M 保護者

|誌では主効果が認められなかった (F(l，260)

=3.23， n.s.) が、学部開では主効果が認められ

た (F(2，260)=7.09， p< .05) 0 Tukey法による多

重比較の結果、小学部より高等部普通科より有

意に高い得点を示していた。「地域交流の交流

相手を増やすことJでは、教員-保護者間で主

効果が認められ (F(l，260)=11.83， pくβ5)、学

部i聞においても主効果が認められた (F(2，260)

=9.61，pく.01)0 Tukey法による多重比較の結果、

小学部より中学部が、小学部より高等部普通科，

が、有意に高い得点を示していた。

I}苦住地交流の回数を増やすことJI居住地交

流の交流柏手を増やすことjについては、いず

れの項目においても有意差は認められなかっ

守噴

'，--0 

(2) 教員が期待すること:教員から上記の項

目以外に今後の「交流及び共同学習jに期待す

ることとして挙げられた回答をカテゴリー化し

た。その結果、「交流の成果JI交流を実施する

上での条件・課題JI質の高い視覚[寧害教育の

硲保Jの3つの大カテゴリーと 8カテゴリーが

示された。

①交流の成果:大カテゴリー「交流の成果jは、

「地域との結びつき (3件)J I児童生徒の変化(1 

件)JI視覚障害への理解 (2件)Jからなる。

「地域との結びつきjでは、将来に向けて児

童の存在を知ってもらい、地域の中でかかわり

を持ちながら生活していくことや、児童同士の

行き来などの自然発生的な交流が生まれること

が挙げられた。「児童生徒の変化Jでは、視覚

障害生徒のコミュニケーション能力の向上が期

待されること、相手校の生徒にも意義があると

いうことが挙げられた。「障害への理解」では、

視覚障害についての理解を深めることが挙げら

れた。

②交流を実施する上での条件・課題:大カテ

ゴリー「交流を実施する上で、の条件・課題Jは、

「児童生徒の実態 (8件)JI自校の体制 (4件)J 

f実施相手校の意識・理Wf:(3件)JI教員同士

の連携 (1件)JI交流機会・相手の拡大 (8件)J 

「交流教育の設定・方法 (5件)Jからなる。

「児童生徒の実態Jでは、視覚特別支援学校

学齢児童生徒の重複化による諜越が挙げられ、

知的障害を重捜している児童が高学年になるに

つれ、!司じ場で学ぶことに難しさを抱えている

という回答があった。また、中学部や高等部普

通科からは、中途失I~~ ・途中編入の生徒やtJ:: i;各

的に内向型の生徒は交流学習を嫌がること、!可

世代と関わることの気遣いや精神的負担が大き

いことが挙げられた。

「自校の体制Jでは、視覚特別支援学校の人

的保障を整えることや、交流回数・交流時!日jを

増やしたい一方で現実的には回数を増やすこと

が難しいということが挙げられた。「実施相手

校の意識・理解」では、相手校の校長、担任の

理解によって成功が左右されるため、栴互に教

育効果が期待で、きることとして捉えてほしいと

いうことが挙げられた。「教員i可士の連携」は、

教員同士の述携と相手校の理解配慮が大事なこ

とであり、課題でもあるという図答であった。

f交流機会寸o手の培加jでは、交流相手を

増やすため、特別支援教育について外部により

発信していく必要があることが挙げられた。こ

の他に、重複児童生徒の場合、地域の農家と行

う栽培学習や町内会住民とのもちつきや夏祭り

等季節の行事、デイサービスや老人ホームの訪

問等、地域の団体など学校の枠をはずした1;目手

の方が活動のIllmに期待出来ることが挙げられ

た。また、中学部から学校間交流だけでは機会

の確保が難しいため、文化祭や体育祭等の学校

-102-



視覚特別支援学校における f交流及び共同学習jの成果と期待

行事に地域住民を招き、地域交流を行うことの

必要性が挙げられた。

f内容の設定・方法Jでは、メリットだけで

なくデメリットも踏まえた上で推進する必要が

あること、児童生徒の実態や交流の目標につい

て情報交換し、児童の実態に合った活動や両校

にとって負担にならない交流にすることが挙げ

られた。

③質の高い視覚障害教育の保障:大カテゴ

リ-r質の高い視覚障害教育の保障 (2件)J

では、交流は大'切で、あるが、交流に1時間をとら

れすぎないようにし、専門性を大切にした視覚

特別支援学校でしかできない教育を行うことも

非常に大事であるということが挙げられた。

(3) 保護者が期待すること:保護者が上記の

項呂以外に今後の「交流及び共同学習」に期待

することとして挙げられた回答をカテゴリー化

した。その結果、「交流の成果Jr交流を実施す

る上で、の条f牛Jrその他」の 3つの大カテゴリー

と7カテゴリーが示された。

①交流の成果:大カテゴリ-r交流の成果j

は、「地域とのあ!;びつき (2件)Jr児童生徒の

変化 (2件)Jr視覚障害への理解 (3件)Jか

らなる。

「地域との結びつき jは、近所に友だちがい

ないことから、個人的な交流に発展したらよい

という回答であった。「児童生徒の変化jでは、

児童カf出来ないこと、してもらわないといけな

いことに自分で気づいてほしいということや少

しでもコミュニケーションカf耳文れるようになっ

てほしいということが挙げられた。「障害への

理解Jでは、より多くの人に祝覚障害や視覚特

加支援学校について理解してもらいたいことが

挙げられた。

②交流を実施する上での条件:大カテゴリー

「交流を実施する上で、の条件」は、れき校の体制

(3件)Jr内容の設定・方法 (7件)Jr実施相

手校の意識・理解 (1件)Jr交流機会・相手の

拡大 (5件)Jからなる。

「白校の体制Jでは居住地校交流をする際に、

保護者ではなく教員が付き添ってほしいこと、

相手校に交流の意味をしっかり伝え、目標が達

成できるように動いてほしいことが挙げられ

た。

f内容の設定・方法Jでは、自分一人だけで

なく、皆と何かをやれたという満足感を味わえ

る活動を設定してほしいということが挙げられ

た。また、居住地校交流に付き添っている保護

者からは、小学校中高学年では見てすぐに答え

るということが困難なため、スピードを合わせ

て勉強することの難しさや、知的障害を伴う児

童にとっては同学年の授業に参加することに対

して意義を見いだせないということが挙げられ

た。

月三方面相手校の意識理解Jは、 l:13手校の教

員にも特別支援学校のことを理解してほしいと

いう回答であった。「交流機会・相手の拡大j

は地域住民や実年齢の異なる1:13手との交流や、

高等部段階での交流を行ってほしいという lill答

であったD

③その他:大カテゴリー「その他 (2件)J 
のうち l件は、副籍制度が導入されていない地

域から、居住地校交流の相手校にも絡を霞きた

いということが挙げられた。

E人考察

1. r交流及び共同学習jの成果

各交流の成果について因子分析を行った結

果、学校間交流と居住地校交流では、下位項目

の一部が異なるもののJ視覚障害への理解Jr児
童生徒の成長Jr地域における友人・人間関係」

が共通の因子として抽出された。また、学校間

交流では、これらに加え、「経験の拡大jが因

子としてtlIl出された。このことから、これら二

つの形態の交流は学校を介しているという意味

では同じであるが、得られる成果が異なること

が示唆された。この理由として、学校間交流は

学校行事での交流が高い割合を示しているのに

対し、居住地校交流に「集団ではなく個人で、参

加するため、居住地校の lヨ常的な活動や授業

に、居住地校の一員として参加JJ(13HL 1997) 

していることが考えられる。
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また、地域交流の成果として「視覚障害への

理解Jr児童生徒の視野の拡大Jr氾童生徒の友

人関係・基礎的能力の伸長」が因子として抽出

された。このことから、地域交流は地域住民に

対して視覚障害に対する理解を促す機能だけで

なく、児童生徒の成長にもつながることが示さ

れた。

なお、各下位尺度得点の 2要四分散分析を

行った結果、教員 m 保護者間で有意差が認めら

れなかった。このことから、各交流の成果に対

して、教員-保護者間で意識にずれがないこと

がわかる。さらに、学部開でも有意差が認めら

れなかったことから、特定の学部段階でしか得

られない成果や、特定の学部段階では得られな

い成果というものはないことが考えられる。

2. 今後の「交流及び共同学習Jに期待され

ること

今後、期待することとして、 f学校間交流の

回数を増やすことJr学校間交流の相手校を増

やすことJr窟住地校交流の回数を増やすことj

rJ苦住地校交流の柱i手校を増やすことJr地域交

流の交流相手を増やすこと」については、保護

者の方が教員よりも有意に高い得点を示してい

た。

これらのことから、学校を介した交流につい

ては、保護者の方が教員よりも回数を増やすこ

とを望んで、いることがわかる。しかし、教員か

らは、交流回数・交流時間を増やしたいという

思いがある一方で、現実的には回数を増やすこ

とが難しく、今の形で継続して欲しいというこ

とが挙げられた。加えて、交流にn寺関をとられ

すぎないようにし、専門性を大切にした視覚特

別支援学校でしかできない教育を行うことも非

常に大事であるということが挙げられた。した

がって、保護者と同じように教員も交流回数を

増やしたいという思いを持っている一方で、視

覚特別支援学校での授業時数等を確保するた

め、現実的には回数を増やすことが難しいこと

が推察される。

また、多重比較の結果、 f学校関交流の相手

校を増やすことJr居住地校交流の相手校を増

やすことjについては、小学部より中学部が、

小学部より高等部普通科が、中学部より高等部

普通科が有意に高い得点を示していた。加えて、

「地域交流の交流回数を増やすことJは小学部

より高等部普通科が、「地域交流の交流相手を

増やすこと」は、小学部より中学部が、小学部

より高等部普通科がそれぞれ有意に高い得点を

示していた。これらのことから、仁l::r学部段階以

降において、交流相手の拡大が求められている

ことが示された。その一方で、教員や保護者は

交流を望んでいても、中学部・高等部には同年

代の生徒との交流に消極的な生徒がいることも

明らかになった。また、高等部段階では高等学

校自体の居住地という概念が希薄であることか

ら、実際に間住地校交流を実施することは難し

い。さらに、地域交流は既存の学校行事でも実

施が可能であり、付き添いも必要ないことから、

学校としても児童生徒にとっても取り組みやす

い交流形態であると考えられる。これらを背景

として、学部段階が上がるとともに地域交流の

拡大が求められていることが推察される。

V.今後の「交流及び共同学習jに関する期待

と研究上の課題

1. 今後の「交流及び共同学習Jに関する賠

待

本研究で示された結果を踏まえ、今後視覚特

別支援学校に期待されることとして、(1)児童

生徒の教育日擦により、学校間交流と居住地校

交流の回数等を検討することと (2)地域交流

を推進することを挙げる。

学校間交流と居住地校交流はいずれも学校を

介して行う交流であるが、実施内容の違いから

得られる成果は異なっていた。すなわち、個々

の児童生徒の教育呂擦を達成するためには、取

り組む交流形態の選択や回数等を慎重に検討し

ていく必要も考えられる。

また、視覚特別支援学校に在籍する児童生徒

の多様化や重複化から、従来の交流内容・方法

で、「交流及び共同学習」を進めることには難

しさもある O これに対し、地域交流の成果とし
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て、「視覚障害への理解Jr児童生徒の視野の拡

大Jr児童生徒の友人関係・基礎的能力の伸長j

が因子として抽出された。このことから、地域

交流も児童生徒の成長につながることが示され

た。さらに、学部段階が上がるとともに地域交

流の拡大が求められている。したがって、今後

一層地域交流が推進されることが望まれる。

2. 研究上の今後の諜題

本研究では、教員と保護者を対象に調査を

行ったが、児童生徒本人を対象としていなかっ

た。視覚特別支援学校の校内体制の整備が進み、

保護者も f交流及び共同学習」の推進を望んで

いるが、中学部・高等部段階では交流に消極的

な生徒もいる。今後、児童生徒本人の視点から

の「交流及び共同学習」の検証も必要になるで

あろう。

また、「交流及び共同学習Jは両校の教育課

程に位置づけられていること、今田の調査で汁目

手校の意識・理解jが課題に挙げられたことか

ら、小学校・中学校・高等学校の教員や児童生

徒に対する調査も期待される。
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Results and Expectations of Exchanges and Joint Learning in 

Special Needs Education School for the Visually Impaired 

- Questionnaire Surveys for Teachers and Parents -

Ruri HINO本 andHideyuki KOBAYASHI" 

The purpose of this study was to present results and expectations of exchanges and joint learning in 

Special Needs Education Scbool for the Visually Impaired by questionnaire surveys for teachers and 

parents. Factor analyses revealed results as follows. The results on school exchange had 4 factors s以叩uch1 

as; "under引andIlη19visual impa山irments円，“growぺthof studentsダ，刊“"relat仕ionships川withpeople and白'iends

iむnthe region'刊， and“expanding of student's exper允nces刊.The results of residence school exchange had 

3 factors such as;“growth of students"，“understanding visual impairmentsヘa加n叶d“"relatβionshi廿ipsw九ν'It出h 1 

people and fl打'iendsilη1 tけheregion 

“under令standingvisual impair仕山rη~ments'ぺラ “expanding student's experiencesぺ and “relationships with 

ti'iends" and“extending 1"undamental ability". What is needed， setting of activity contents that adjusted 

to the student's actual conditions， expanding chance of exchange in junior high school and high school， 

and consciousness and understanding 01" the partner schoo1. There1"ore， Special Needs Education 

School 1"or the Visually lmpaired needs to examine the number of school exchanges by each student's 

learning targets and to promote regional exchange. 

Key WOl-ds: Special Needs Education SchooI for the Visually lmpaired， School Exchange， Residence 

School Exchange， Regional Exchange 
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